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異動 をめ ぐる労使協議 の変遷(1)
化繊産業の事例一
久 本 憲 夫
1問 題 設 定
現代の雇用調整 は,手 法 としては出向 ・転籍 の 日常化,希 望退 職の.般 化,
対象 としてはホワイ トカラー とくに管理職 クラスへの拡大 によって,特 徴づ け
られ るであろう。そ して,こ うした雇用調整 によって,労 働争議が.発生す るこ
とは非常 に少 なくな っている㌔
市場経済の中にあ って,製 品販売市場の変動 や きび しい企業 間競争 によって
企業は不断に必 要犀川景 の変動,必 要な質の労働力 の変化 に直面 してい る。 こ
うした外的環境 の中で,安 定 した雇用 の確保 は技能形成上の必要 と並 んで,安
定的労使 関係 の前提で もあ る。 もちろん,賃 金が企業内 において も短期 的に柔
軟であれば,問 題 はかな り解決す るか も知れない。 しか し,.賃金 には下方硬直
性がある。 また急激 な販売 の減少 は,雇 用量 自身の減少が必 要で ある。 とすれ
ば,硬 直的な賃金 ・安定 した雇用 と製品市場の急激な変化を両立 させ るもの は
何で あろうか.そ れ を巡 る労使のせめ ぎあいはいかなる ものか。 また,そ れは
歴史的 にどのよ うな変化 をとげて きたのか。
すでにのべた よ うに,現 在では転勤 ・出向 ・転籍 などは日常的 な異動 として
1)も ちろん,こ うした雇用 調整が我 が国で スムーズに進む ようにな った と考 えるのは}it計であ る。
筆者がお こなった聴 き取 りに よれば,ハ ー ドな雇用調整 を経験 した企 業労使 はいず れ も,そ の
「キズ」,つま り企 業に残 った者の企業への信頼感 の低下 とそれが企業 に及ぼす悪影響に実感 し
ていた 〔関西生産性 本部 〔1995〕「日本型雇用 の方 向一一 新 時代 の長期 雇用安定雇用 を 」)。
ハー ドな雇用調整(解 雇 ・指名解雇 に遅い希望退職〕の影響は20から30年は続 くのであ る。
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認知.され てお り,労 使 ルー ルも確立 している といってよい。多 くの場合,こ う
した 「柔軟 な」異動 は,我 が国雇用 システムの.長所 と して取 り上げ られる こと
が多い。他面,こ うした異動を,労 働者個人 はよほどのことがないか ぎり拒否.
で きない とい う現実は,多 くの判例をふ まえて定着す るとともに,労 働者個 人
の不安 ・不満 の一因 と もな っている。労働判例 は,現 実の労使 関係 に大 きな影
響力 を もつが,判 例 自体が現実の労使 関係 の反映 ・定着化 であ るの も事実であ
る㌔
出向 ・転籍 などの人事労務管理および労使協議 について,ア ンケー トなどに
よる調査研究 はすで にかな り存在 しているが,こ うした 「異動の柔軟性」が我
が国の労使 関係 のなかで どう変化 して きたのか を検討 した もの は,非 常 に少 な
い のが実情 であ ろ う%第 二次大戦直後か ら,我 が国の雇 用慣行 のひ とつ とし
て 「異動 の柔軟性」が ブルー カラー も含めて存在 したとは考 えがたいに もかか
わ らずであ る。 この点 を労使協議 とい う立場 か ら見 てい くことにしたい。労使
協議の対 象 として最 も重要 なの は雇用調整による異動で あるため に,こ こで も
それが中心 とな らざるをえないが,も とよ り異動 白.体は常 に存在 してお り,労
使協議 にな じみ に くい もの も多い。その意味 で,こ こで は取 り.上げ るのは異動
の 一部にす ぎない こ とをあ らか じめ断 ってお く。
ある研究 によれば,雇 用調整 としての配置転換方式の定着は次のよ うに区分
され る咽:1.指名解 雇を内容 とす る人員整理方式(昭 和20年代 前半)か ら本人 の
2〕 現在 の労働法上の解釈について,さ しあた り,菅野和夫 〔1993:『労働法 第三版」,弘文堂,
を参照 のこと。
3)最 近 の注 目すべ き研 究 として,現 場 の労働 者に品質の安定 と向.トのための 問題発見 と解決活動
を求 める 「口本型生塵.シスナム!ゆ 形成 とそれ をもた らした管理..思想 の転換 を課題 とした,法 政
大学産業情報セ ンター編 〔1995〕『日本企業の品質管理』,有斐閣,な らびに雇用調整の変化 を論
じた,佐 口和薦 〔1995〕「1高度経済成長期 以降の雇用保 障」(武田晴人絹r日 本 産業発展の ダイナ
ミズム」,東京 大学 出版会,所 収),日本企業の.入事労務戦略に焦点をあわせ たもの として,仁 田
道夫 〔1990〕,「経営多角化 と入事労務戦略一一 化繊産業に関す る考察一 」,「武蔵 大学論集』第
37巻第2一.5号はぜ ひ参照 され るべ きで ある。 また,拙 稿 「電機産 業におけ る⊥職 身分格 差撤
廃」(京都大学経済学会 ・1;済論叢」,第155巻第3号,19鮨年3月),ならびに 「ll-.和30年代臨時
工問題 をめ ぐる労使交渉一.柑.1.匠信頼的労使関係形成への歩み」(.京都大学緯 済学会 ・「経済論叢
別冊 ・調査 と研究」 第11号,近刊)も 参照 されたい。
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自由意思を建前 とす る希望退職方式(昭 和3⑪年代前半),質 ・量の 同時再編 を
労使関係面で も可能 にす る配置転換 方式(昭 和30年代後半)へ,さ らには企 業
間異動 ・職種間異動へ と重点が移行 した(昭 和40年代前半)と 。 これを具体 的
産業でみたばあいどの程度 この 言明はあ てはまるのであろ うか。配置転換方式
に変化が存在 したと して,な ぜ そ うした変化が起 こ り得たので あろ うか。その
ロジックはいかな るものであ ったのか。小論のテーマは,我 が 国労使関係の特
徴の一つ とされ る 「異動の柔軟性」が,い かなる歴 史的経緯 を経て労使 の間で
合意されるにいた ったのか を検討す ることである。異動 は技能養成のす ぐれた
手段である と同時 に,ソ フ トな雇用調整手段 である。労使協議 の対象 となるの
は,.主として後者 の側面が大 きい場合であろ う。 こうした異動 の柔軟性 をめ ぐ
る労使のや りと りは,同 時 に 「相互信頼的労使 関係」 の形 成 ・確立過程 をた ど
ることで もあ る。小論で は,化 繊産業の異動 をめ ぐる労使協議 の変遷 を素材 と




戦後直後の労使 関係.は東 レにおいては,穏 健 なる もので あった。そ して,経
営 と組合の関係 は当初か ら良好であ った。昭和21年3月 の主力工場 の組 合結成
大会 には,来 賓 と して社長 も出席 している。社長がつ ぎの ようなあいさつ を し
てい ることは,東 レの労使 関係 を理解す る うえで重要であ る。
「……組合が生産第一主義 を強調せ らるることは,私 共,経 営の任 に.当る
もの として専 心念願す る所で,生 産無 き所 に再建成 らず筍 も生産 を阻む も
のは絶対 に排 除す べ しとの原則 を堅持 す るものであ ります。私は事業経営
現)方針 として従業 員,株 主,そ して製品の消費者,こ の=者 を考慮 して事
業を成 り立たせ る ことであ ります 。 しか して,..この三者問に強いて順 序を
4)日本労働協会編 〔19ア5〕,『配置転換をめぐる労使関係』日本労働協会,11-13ページ.
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つ けるな らば,従 業員 の生 活向上,労 働条件の改善は場合 によ っては,株
主配当のあ る程度の犠牲 を もや むを得 ない と考え ます。が,そ れ と共 に株
主の配当な どは,如 何 で もよいか ら,た だ従業員の福利 のみを計れ とい う
考え方には,賛 成致 しませ ん%」
さらに経営参加 につ いてつ ぎのような ことをい っている。
「現行の法規で はゆるされぬ ことで しょうが,経 営者 たる重役 を従業員が
公選 し,こ れ を株主総会 にか けて確認せ しぬる とか,ま たその逆 なや り方
による ことも考 えられ ます㌔」
また,労 使協議 会につい ては,
「先般来毎月開いてお りま した⊥場懇話会を この際改組強化 して,組.合側
か ら委員を選出 して貰 って経営側の委.員とともに.1:場経営 に関 し建議 し討
論 し審議 して経営 の方策 を定めむ る工場 委員会(ワ ークス ・カウンセ ル)
を実験 台に上せ ることを提唱 した します 。」ただ し,「わが国の産業が資本
主義体制 ドにおかれてお る限 り私は どこまで も資本 を護 って行 く決意であ
り,そ れが経営 者としての責務 である と堅 く信 じて居 りまず;。」
こ うした社長の態度は,結 成 間 もない労働組合 を 「労 使協調 宅義」へ と押 し
進 めてい くことにな る。資料 的には確認で きないが,産 業報 国会 との連続性が
存在 してい るようにお もえる。 もちろん,東 レ労働組合 は全繊 同盟の有力組合
と して,総 同盟の重要な働 きをす る㌦
波乱は外部か らや って くる。GHQに よる公職追放 の対象 者 として,田 代社
長が あげられ たのであ る9,。田代社.艮は戦 時中,滋 賀県の大政翼賛会 の幹部 で
あ った とい うのが その理 由であ る。日召和22年2月28日に政府 は占領軍指令 に基





働総同盟の運動」〔大河内 ・男・藤田若雄編 『講座 日本の労働問題IV』,弘文堂)。
9:1【東レ労働運動史 筆1巻」,143-149ページ。
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の公職 追放 を発 表 した。東 レ労連 は,「田代社長 に対す る組 合員の世論調査 を
行な った結果に基づいて,田 代社長 を支持す る嘆願書 を申請 し,パ ー ジ除外運
動を起 こした。」 当時 の労働組 合 と しては正 に異例 のパー ジ除外運 動 に もかか
わ らず,6月26日 に田代社長 は退任す る。公職追放後 も,労 連は田代前社長の
復帰 は断.念した ものの,公 職追放解除訴願運動 を続 け,第 一 回訴願(.昭利22年
3月～昭和23年3月)で 同氏の追放 は解除 されてい る。 当初か ら 「社長制」
(取締役 会の編成の こと……引用者)の 提 案をお こな うな ど,労 連 は重 役人事
に発言を している。 とはいえ,東 レ労連 も時代 の流 れか ら大 きな影響 をうけて
いる。青年部が独 自な活動 を始め たのであ る。 これは.全国的な動 きであ った。
そ して昭和23年12月22日付 け労働次官通牒 「民主的労働組合 及び民主的労働 関
係 の助長 につ いて」 が出され,「特権 的な青年部 を設 けない こと」 もその項 目
の一.一つであ った。 これに もとづ き,執 行部 は青年部 を昭和23年末か ら24年にか
けて解散させる こととなる。 また,レ ッドパー ジもお こなわれた ものの,対 象
者 は少数 にとどま り,ほ か の多 くの労働組合 ほ どの インパク トを もってい な
か っだ%
さて,戦 後直後か ら協調的な労使 関係 を形成 していた とい う事実 は,労 使協
議体制 が現在 まで変化 していない ことを必ず しも意味す るもので はない。 ドラ
マチ ックは激動 は少ない とはいって も,あ きらかな変遷がみ られ るのであ る。
それはいか なるものであ ったのか。時代 を追 って検討 す ることに しよ う。
〔2)1957年以前
1957年の操 業短縮 以前,組 合新聞 には二つの異動 に関す る記事が掲載されて
いるQ一 つは55年の瀬田工場か ら愛知工場への転勤 問題で あ り,も う一つは翌
年末の三島.1:場稼働 に ともな うものであ る。 まず,前 者か らみてお こうL1,。
.10月27日の団交 におい て,会 社 よ リナイ ロンの増産 に ともない瀬田工場か ら.
10)1同上,98-102,111-121ペー ジ。
11)「東 レ組 合 新 聞』 第53号(1955年11月2日)。 な お,組 合 新 聞 の 名 称 は組 合 の歴 史 の なか で 変 更
され て い るが,以 下で は す べ て 同 一 の名 称 を もちい る.
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希望者をつ の り,約30名を愛知工場 に転勤 させ たい 旨の 申 し入れがあ った。そ
れ よ り先,瀬 田工場で工場側 よ り組合 に 申し入れが あ り,組 合 と しては大量転
勤なので中央労働協約 に基づいて,本 部団交を行 な うもの としていた。会社の
計画の概 要はつ ぎのよ うな ものであ った。①工場で は本年末 まで に90人の増員
計画 をもっている。② うち,20～30名を瀬田工場か ら転勤 して もらいたい。③
強制 ぽせず希望者 のみ。ただ し勧 誘 はす る。④瀬 田工場 は,や りくりをすれば
30人くらいは出来る見込みだ。あ とで人が足 りない とい うような ことになれば,
そのときに考 えたい。⑤ その後 の転勤 について,他 の事業所か らや るか,ま た
瀬旺1場 か ら第2回 をやるかな どの計画 はまだ考 えていない。⑥転勤す る者は,
愛知工場 の勤続 などと,あ まり開 く事 のない よ うに したい。⑦技術者 として,
愛媛,滋 賀工場 などか ら,名 占屋工場へ若干転勤 して もらいたい と思 ってい る。
⑧ 転勤 者はすべ て,転 勤規定 によって取 り扱 う。
これに対す る組.合の 回答 はつ ぎの ような もので ある。① 瀬田工場 においては,
現在 の人員 はギ リギリい っぱいの作 業量 であ って,と うてい30人とい う人数 を
ヌクことがで きない。 もし強行す るな ら,後 が労働強化 となる。②会社 は後の
状 況をみ て補充す るか否か を決めたい考 えのよ うであ るが,た とえ即 時補充す
る為採用 して も,そ の.人達が仕事 になれ るまで は労働強化が激 しくなる。③現
在のままいっても,自 然減があ るか ら,新 採用 のある来年3月 頃まで にはか な
りの労働強化 になる。④ したが って30人転勤 には反対せざ るを得 ない。以.Eの
点を回答す る と共 に会社側 として も,職 場 の状況 を充分研究す るよ う要請 した。
その後の組 合新 聞に記載が ないので,こ の問題が如何 なる解 決を見 たのか不明
である。いず れにせ よ,大 量転勤が当時は団体交 渉事項 と して取 り扱 われ てい
た こと,転 勤 反対 の姿勢 を組合が示 している ことがわか る。戦後 直後か ら協調
的労使 関係が維持 され ていた東 レでさえ,異 動 に関す る労使協議 は現 在 とはか
な り異なっていた とい えよう。
第2の 事例 は1957年初めの記事の中にみ られ る12;。これによれ ば,前 年末 の
12)同上,第93号〔1957年1月11日)
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12月28日に,組 合に対 して会社 は,三 島工場への異動計画をあ きらか に してい
る。三島工場は57年中には糸を出 し,1958年4月には 口産15トンの工場 になる
が;こ の ときの人員は2,000z位にな る。 このために,①482名(C級 以上=班
長 クラス以上 の こと(引 用 者))の 人達を大 きな事業場か ら異動 させ たい。 し
か し名古屋工場 と愛知 工場 は現行 の絶対 人員 は確 保す る。②残 る1,;00名は現
地採用す る。③事 業場扱 いの者の三島工場への転勤 に ともな う転勤手当 につい
ては,か つての滋 賀工場か ら名古屋 工場 への転勤 の ときと同 じように,人 事部
扱い と同様 に扱 う。④事業場扱い人事部扱 い ともに,転 勤手当 は,転 勤辞令 の
出た事業場か ら三島まで の直結 のもの とす る。⑤ 三島工場 の社宅 は,と りあえ
ずユ50戸を建て たい,と す る ものであ った。 この記事 を読む限 り,組 合 は この
転勤問題で会社 と大 きな対立 はなか った ようであ る。また,事 業場扱 いの者は
転勤がないのがふ つ うだ と思われ るが,こ こでは転勤 は異常事態 とは認識 され
ていない。おそら く最 大の理 由は,転 勤対象.者が下級職制であ った ことであろ
う。また,新 工場へ の異動であ り,昇 進を伴 う可能性 も高か ったので はないだ
ろうか。深刻 な問題 は翌年早 々には じまる。
(3}1957/58年の大規模 操短
いわゆるナベ底不況 は繊 維産業 に大 きな影響 を及ぼ した。 ユ957年か ら58年に
かけて繊維全体でユ3%の価格下落 におそわれ,と くにス フ織物 は国内向 け41%,
輸出向け34%とい う急 落で あった。 その原因 は需要の減少 のためで はな く,企
業の増産 ・増設に よる生産量 の増大 とそれ に伴 う在庫 の拡大,金 融引 き締めに
よる換金売 りの増大 にあったBI。対応策は操業短縮によ る生産量の制限であ っ
た。通産省の数次 にわ たる 「操短勧告」 によ って,各 社で一時帰休や希望退職
などが とられていたので ある。繊 維産業の操短 はすで に1952年以来,紡 績 で行
なわれてお り,同 じ全繊 同盟の傘 下 とい うこともあ り,類 似 した方式で推 移 し




まず,「資料労働運動 史』 昭和32,33年版か ら,こ の化繊 各社 の操短 につい
て,見 てお くことに しよう。通産省 は1957年(昭和32年>3月23日 にまず ス フ
綿製造業者 に対 して,「 スフ綿の32年4月 一6月 生産を各月あた り32年1月実
績の13%減産 とす る」 旨の操短勧告を,6月25日 に7-9月 も継 続す るとい う
勧告 をおこなったが,ス フ綿部門は装置生 産の部分が大 きか ったため人員 に対
する影響 はほとんどなか った。 ところが,8月 にスフ綿の操 短率 の強化をは じ
めスフ糸,人 絹糸の9月 以降年 末まで2割 程度 の操短 を勧告 す るに及 んで,人
員整理問題が発生す ることにな る1%
全繊 同盟 はこれ に対 して,昭 和30年の操短 闘争 のさい に決定 した 「三原則」
を再確認 する と共 に部会 ごとの統..一的な実施 方法 な どについて方針 を出 してい
るL㌔
全繊同盟 が最 も重点 をおいたのは操短三原 則,つ ま り①首切 り絶対 反対,②
休業中の賃金 の全 額保障,③ ヒモ付 き離職(失 業保険 を適用 して一定期間離職
させる こと).絶対反対であ る。 このなかで,と くに全繊 同盟の 中で とくに論議
されたの は③ の 「ヒモ付 き離 職」で あ った。「失保 を適 用す る一時解雇 は,操
短の責任 をあいまい にし,し か も結 局本格 的な解雇 につなが る」 と して,反 対
して きたわ けであ る。 しか し操 短の拡大 した1958年1月,化繊部 会は 「再雇用
約款つ き解雇」 を認め る。つま り,失 業保険 を適用す る一時離職 である。
東 レの場合,表1に よ うな経過 をたどった16)。また,第2次 操短 による余剰
人員の内訳 は表2の とお りで ある。余剰 人員 は3工 場で800人に達 し,工 場内
転用,転 勤その他で321名は吸収す るものの,約479名は転用不可能人 員 とされ
た。9月21日 の中央団交で労使 の合意がで きたが,す でに通 産省か ら第二次勧
14)労 働省 「資料 労働 運 動 史 昭 和32年」,710-713ペー ジ,「 資料 労働 運 動 史 昭 和33年』,592-
603ペー ジ。
IS>『全 繊 同盟 史 第4巻 』,249,250ペー ジ。
16)以 下 の 資 料 に 依 拠 して い る。 『.東レ労 働組 合 史 第2巻 」(1967年),70-95ペー ジ,「 東 レ組 合
新 聞1,第119号 〔1957年8月11日),第1.14号'(同年9月1日),第115号(同 年9月11日},第116
号.(同年.10月1日),第122.号(同年]2月1日,,第126号(1958年1月11口),第127号 〔同 年 五月
210),.第128号〔.同年2月10),第133号1同 年6月111])。





































8.24… 中 央委 員 会後,第 一 回 操 短 対 策委.貝会 を 開催 。
B.30… 化 繊 部 会執 行 委.員会 で,操 短 問 題 を 闘 争 業務 と して取 り扱 う こ とを 決 定 。 午
後 に 開 か れ た 化繊 部 会 の 中央 闘 争 委 員 会 で 、操 短 問題 を連 交 の形 で お こな う
こ とを 決 め,以 下 の方 針 を決 定 した 。
① 本 部 で 早 急 に経 営 者 屋 舎 と接 渉(折 衝)を お こな う。
② 連 合 交 渉 で は 基 本 的 な条 件 を 決め る。
③ 話 合 い が で き しだ い通 交 を 開 くが,不 可 能 な れ ば5日 以 内 に打 ち き り,そ
の 後 ば 合 繊;原 則 に よ って単 社 交 渉 に移 行 す る 。
回 目,.東レ労 組 は9月1日 実 施 の 操 短 につ い て,各 支部 へ 次 の指 示 をお こ
な った 。
① 化 繊 の連.含交 渉 で 条 件 が 決 定 す る ま で の措 置 を次 の よ う にす る。
aで きる だ け現 場 に入.員を 吸 収 す る 。hそ れで も余 った 人員 の 処 置 につ い1
て は労 使 協 議 して統 制 し,雑 作 業 を 交代 制 で お こ な う。
② 絶 対 に休 ま せ な いで,給 料 を100%確保 す る こ と。
③ 組 合 自 ら説 明 会 を 開い て啓 蒙 活 動 を お こな う。
9.03… 第2回 操 短 対 策 委 員 会 開催 。 支 部 状 況 を確 認 し帰 休 ま で の措 置,帰 休 時 の指
示,希 望 者 の 募集 な どにつ いて 協 議 した。
9.09・・… ・第3回 操 短 対 策委 員 会 開催 。 化 闘 にお け る失 業 保 険 適 用,受 諾 方 法 を承 認 し
た のち,9月11日 の 中央 団交 に 臨む 態 度 を次 の よ うに 決定 した。
9.11-12・・… 中央 団 交 。
9,12… 通 産 省,第 二 次勧 告 。10-12月の操 短 強 化 を通 達 。
9,21…"・中 央 団 交 。 「一 時 離 職 に関 す る協 約 書 」 締 結 。10/1-12/31まで 離 職 と決
定 。
9.22… 第二 次 操 短 勧 告 につ い て 団交 。 全 て の 条件 を 第一 次 と同 様 とす る こ とと し,
《灘驚 撚羅 魍
告 が出され てお り,翌22日にこの第 「次分 もあわせて同一一・条件 での一次 離職が
協 定された。その結果 は,表3の とお りであ る。860名の余剰 人.員に対 して805
名の希望者 があ り,彼 らは10-12月の3ヵ 月間離職 した。復職 しなかったのは
自己都合の5名 のみで あった。








で きる 霧時短関係で業吸収者と ⑤転用 もできず余って
人員 人員 して残す人員 くる人員
滋 男 289 58 74 5 152
?
? :女 2ユ3 3 o 45 162
場 計 502 6ユ 74 50 317




































門 計 52 o 27 25
瀬 男 3. 3 0 0 o
?
? 女 116 0 Q 60 56
場 計 119 3 0 .60 56
男 413 61 115 9 228
計 女 387 3 o 133 251
計 800 64 115 142 479
出典:『東 レ労働組合史 籍2巻 」78ペー ジ。
もかかわ らず,愛 媛工場の男性 をのぞいて,ほ ぼ余剰.人員 に対応する希望 者が
出ている。これ4t7:場設備の操 短対象 の設備が確定す るか ら当然だが,「希望」
とい う言葉が不適切であ ることを しめ してい る。② 組合新聞によれば,一 時離
職者 の離 職期 間 中の収 入 は,賞 与 ・一 時金 を含 む離職前'卜年 の賃金 を180で
割った金額を賃金 日額 とし,そ の約6割 を失業保険 と して受 け取 る以外 に,1
ヵ月分の解雇予告手 当 とい うことにな る。一次 離職期 間は3ヵ 月であ ったか ら,
(0.6x3+1)÷3=0.9とな る。つ ま り実質9割 の賃 金補 償 とい うことにな
る1%な お,こ の失業保険受給 につ いて,同 年8月1ユ 日付 の組合新聞で は昭和
27年の綿紡 操短 にあた って,全 繊 同盟 の方針通 り,「あ る会社で は失業保険 を









愛媛工場 瀬田TA… 計 滋賀⊥場 愛媛工場 瀬田工場 計




計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計
会社中人余剰入貝 36020756712153 1743 116119.484…376860郷 至441,570131122253332272601.099932、1〕3
ケ 月 日 S32年9月22日 533年1月6目
配置転換 人.目 1100 11031 0 31 30 o 30 171o 171
希望 退職 人員 14ユ722863254254508 484 1741,63/1.80
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復 帰 入 員 36021157177 52 129o ユ00100437363800
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でや って事実があ りました」 と非難 していたが,ち ょうど1ヵ 月後に 「会社が
負担すべ き補償 を政府 が肩代 りす る とい うことになるのであるか ら,わ れわれ
はいばって保険金 を受 け取 れば良いのであ るか らよ く考えていてほ しい」 と記
している1%全 繊 同盟の当初の方針 は覆 され た。実質的 な雇用確保 と収入確保
こそが最優.先され たのであ る。
こうした二次わ たる減産 ・設備縮減に も.かかわ らず,過 剰在庫 は解消せず,
市況はさ らに悪化 の傾向 をた どった。 このため通 産省 はスフ綿,ス フ糸,ビ ス
コース人絹糸 につ いて1958年1-3月の第3次 操短勧告 をおこなった。会社 が
「.・時的」 と考 えていた操短は この第三次操 短勧告 によって,希 望退職募集へ
とつなが ってい く。東 レにとっては レー ヨン糸55%減産 という大規模 なもので
あった。 また,12月26日には労働 省か ら化繊協 会に対 して,「再雇用で きる基
盤が企業 にで きていないの に解職者(=.・時離職者)を 再 び企業 に吸収 し,新
たに別の労働者 を再 び確定期隈付 きで離職させ るとなると,そ れが失 業保険法
上の離職 と認め ることには大 きな問題が ある」 旨の見解が明 らかにされ た。 こ
の見解は,企 業に とっては第一次二次 の時の措置が とれない とい うことであ り,
希望退職の募集要請 となったのであ る。現在 では雇用調整助成金制度が充実 し
てお り,今 回の不況局面 において は雇用問題 に大 きな効果 を発揮 したが,当 時
の失業保 険制度で は、こう した運用 は望 ましくない とされ たわ けであ る。
会社の提案 はつ ぎの とお りであ った。①対象者 は勤続20年未満で双方 に都合
のよい者②退職金 は会社都合の50%増③残余 の者 は他社なみの 「優先採用条件
解雇」 を募集す る。④ 余剰 人員 は3工 場全体で2,100名(うち女性790名)であ
り,社 内転用 を考慮 す ると,予 定者 は1.800人程度で ある(男 子中心1。組合の
対応 は混乱 していた。 当 日開かれ た操短対 策委 員会では 「希望退職 は避 けるが,
最悪 の場合失 業保 険による帰休 は認め る」 とな っていたが,こ の案は翌年 ユ月
10日の中央委員会で ひつ くり返され,希 望退職 に応 じることにな ったので ある。
この 日に結 んだ協定書 は,条 件 では会社提 案 に近 い もので あった。 ただ し,
18)同上第112号〔195ア年8月11日〕,および9b115号(同年9月11日)Q
14〔蹴8)第158巻 第4冒.





























11,操短 の緩 和 又 は解 除 に よ り生 産 が復 元 した場 合 は,労 働 強 化 とな らな い よ う,
人員 を補 充す るD
12.操短余 剰 人員 の社 内 転 用 に つ い て 努 力 す る。
昭和33年1月10日
希望退 職 につ いては,全 く肩 たた きが なか った のか どうかが 問題 で ある。













D私 のところはコーン撰別ですが,人 員が3略 あまりで,10人位やめます。全部
世帯持です.結 婚 して1ヶ 月位でこれか ら生活を立てようという人がナキナキ
やめていくということもあるんです。









この発.言内容か ら推測すれば,希 望退職の ターゲ ッ トは共稼 ぎの.女性であ っ
た よ うにお もわれ る。「や めるな ら共稼 ぎの女性 」 とい う考 えは,何 も会社だ
けが もっていただけで な く,職 場のなか,さ らには女性 のなかで もか な りひろ
が っていた空気 であ った よ うに思われ る。 これは,1958年2月1口 づ けの組合
新聞 にの った一般組合員の意見か ら も窺い知 るこ とがで きる30)。それ に対 して,
男性 には退職勧 奨を会社 はおこなってない。それは会社 が男性 に辞 めてもらい
た くない とい うわ けでな く,そ うした退職勧奨 を行い得ない労使 関係 があった
とみるべ きで あろう。
肩 たた きとい うこと自体 がかな り曖昧 な ものであ るだ けに,希 望退職の受付
を組合が行 な う..とい う手段 はあ るが,全 面 的に規制す るこ とは非常に困難であ
る。 どの程 度 「希望」 に基づいていたかは,予 定者数 と申 し込み者数の差でみ
るのが適 当で あろ う(表4>。 これ を見 る と,総 数 として ぽほぼ募集 人員 とお
なじであ るが,性 別 に大 きな隔た りがあ ることがわか る。当時,男 性 と女性 は
賃金処遇制度上異 なった位 置づ けが なされていた2㌔ 男性 は長期 雇用 を前提 と
していたが,女 性 の場合 は短期雇 用を予定 してお り,職 務内容 も大 き く異なっ
ていた。つ ま り,希 望退職 は会社 の意 図に反 して,男 子 は圧倒.的な過小,女 子
は圧倒 的な過大 となったのであ る。 この結果 は予想 された ものであろ う。短期
20>同 ヒ第128号1:同年2月1口)。 つ ぎのよ うな意 見がみ られ た.「私 はち ょうど結婚 しよう とし
た ところだ ったのでち ょうどよか った」(女性),「共稼 ぎの人ば,仕 事の上か ら見ると余 り役 に
立 たない人が多1.・。お互 に仕事に追われている面か ら見れば,や めてもらうの もやむを得 まい。
不明朗な空気 も残 したが,や む をえなか ワた措 置だ とお もってい る。」 〔男性)な お,ド イ ツで
は解 雇制限法で,整 理解雇は 「福祉的観点」 〔so加1已Ge5icトt雪punkte>にもとづ いておこなわ れ
な けれ ば な ら ない と され てお り,だ れ を解 雇 す るか とい う と きに 「福祉 的 選択」 〔s面a且e
Au5wahDが問題 とされる。基 準 として勤続年数,年 齢,豪 放の扶養 責任 があげ られ るが,「家
族の扶毬 責任」の一つ として「共稼 ぎ1か否かが,ド イツにおいて 「.公正な」基準の一つ として重 視
されて きた.だ が,現 在で は過度に重視する ことは望ま しくない とされてい る。詳 しくは,藤 内
和公[1996】「ドイツの整理解 雇におけ る人選基準」,『岡山大学法学 会雑誌」第45巻第3号,参
照。また,拙 稿[19891丁雇用 調整をめ ぐる西 ドイツ労使関係の研 究」,職業訓練大学校,も 参照
されたい。
21)処遇制度の変遷は労 使関係.Lの大 きなテーマであ り,東 レにおいて も労使の係争 とな る問題 で






















滋 賀 ユ53 732 885
愛 媛 25 4≡5 450
瀬 田 8 484 492
計 186 1,641 1β27
出典=表2に 同 じ,81,83ペー ジ 。
雇用 を前提 とした場合 は,希 望退職募集 は有利な退職条件 の提示で あ り決 して
悪 くない。他方,長 期雇用 を前提 とす るものにあ っては,き わ めてきび しい も
のであ る。 この両者 に対 して,同 一の条件を提 示 した場合,こ う した結果がで
るのはいわ ば当然 の ことであ った。会社 の 「双方都 合の良い者」 とい う当初の
目論見 どお りにはいか なか ったのである。さらにすで に述べた ように,一 部 で
共稼 ぎ女性への退職勧奨行為 もみ られた。
会社は予想以上の女子の希望退職 の申 し込み に驚 き,1ヵ 月.単位で嘱託 とし
て一部を残留させ たい とい う申 し入れ をお こな っている(も っ とも,こ の 申 し
入れば第四次操短勧告 に よ り,後 に白紙 に戻 された)。ま た,男 子 につ いては
予定数に満た ない ため,「優 先採用条件付 き解雇」 の募集が労使の協約 に基づ
いておこなわれた。言葉 こそ 「解雇」で あるが,条 件 は先の 「一 時離職」 の場
合 と同一であ り,3カ 月後 全員復職 している。つ ま り,男 性 に関 していえば,
「希望退職」 は文字 どお りのか たちでお こなわれた とみて よい。
にもかかわ らず,こ の希望退職 の募集 はかな りの非難 を.合繊同盟本部か らあ
びた。そ して1958年3月13日の化繊部会の代表者会議 の もので.今後の処理につ
いて次の ような方針が決定 された。①操短 による今後の余剰人員は輪番休 日制,
また は会.社補償 による休業で処理 す る。会社補償額 は80%を下回 ってはな らな
しママき
い。.②会社側 との接渉 は部会三役 に一任す る。 これ に基づいて,4月18日東 レ
労組 も 「輪番休 日」 による余剰 人員の吸収 を決定 し,会 社 と協約 を結 んで いる。
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この輪番休 日はユ2月まで続 けられ た。 ここで は,日 本では例外 的 といえるまで
の,産 別 「全繊同盟」の指導力が強 く窺われ る.と共に,企 業別組合 とのせめ ぎ
あいが知 らされ る。そのせ めぎあいは企業内労使協議 制の充実 と共に企業内交
渉 の強化の方向に進む ことになるので ある。
さて,最 終段階は4月 か ら9月 にいた る第4次 操 短である。4月3日 の合繊
同盟 の化繊中開委 員長 から4月1日 以降の操 短対策につ いて次 の示達が出され




れ らの条件が ととのはない ときは,化 闘本部 の指示 を得て中労 委へ提訴す る。」
中労委へ の提訴 は当時は よ く使 われた方法で あっだ ㌔
さて,4月18日,東 レ労組の操短対策委 員会は第4次 操短について,余 剰 人
員の吸収 は滋賀,愛 媛同一条件で月4回 以 内の輪番休Rと す るように決定 した。
5日後 の中央団交で,滋 賀,愛 媛,瀬 田 とも5月1日 か ら6月30日まで1ヵ 月
間に ・人4日 以内の輪番休 日制を とるこ とが決定 した。休 日中の賃 金保 障は月
給者が100%,日給者が本給80,そ の他 は100%とされた。7月 以 降,よ うや
く操業率 は徐々に回復 したが,一 部 の職場で はユ2月で も輪 番休Hが おこなわれ
ていた とい う。.ともあれ,4次 にわた る操 短 はよ うや く終1と符を うつ ことと
なったのであ る。 この時期 から,レ ーヨ ン部 門の縮小 と合繊部 門の拡大がは じ
まる。1958年か ら59年にか けて,滋 賀工場か ら300名,愛媛工場か ら30～40名
を三 島工場,プ ラスチ ック研究所,名 古屋研 究所 な どへ転 出,レ ー ヨン部門の
余剰 人員の合繊部 門へ の転出 などがお こなわれ始め るのであ るZ%い ずれ も操
短 などによる余剰人員の大量転勤 について,会 社 か ら組合へ 申 し入れ をうけて
22)昭和31年から40年にか けて,中 央労働委員会が おこなった調整 については,争 議調整制度研 究
会 〔1996]1全国的労働争議 調整 実態の研究」上巻 ・下巻,H本 労働協会.を 参照せ よ。 また,
昭和20年代 につい ては,労 働争議 調査 会 〔1956〕『戦後労働争議実態調査 第4巻 繊維労働 争





い るが,若 年者(従 来25歳未満が条件 であ ったのが28歳まで枠を広 げている).
中心で あ り,余 剰部 門か ら新 規事 業への転勤だ けに,.希望者の募集 に対 して応
募する者 は多 く,労 使関係 ヒの問題 とはなってい ない。高度経 済成長 のなかで
大胆 に進ゆ られ るスクラップ ・ア ン ド・ビル ドの兆 しがみ られるの もこの時期
なのであ る。
2.三菱 レイヨンの事例
1950年代 の異動 に関す る労使協議 の状 況を三菱 レイヨンについてみ ることに
しよう。東 レの状況 とほぼ同 じなのだ ろうか 。それ ともか な り違 っていたので
あろうか。
三菱 レイヨンは,戦 後 「過度経済力集中排 除法」 によ って分割 された化学企
業の繊維部門で あ り,労 働組合 も会社分 割 とともに分離独立 してい る。
(1)57年大規模操短
三菱 レイヨンの場合 には,第1・2次 操短勧告 の ときに,希 望退職募集 を組
合 は認 めてい る。それは全繊 の方針 とは違 っていた。 しか し,組 合 史によれ ば
「組合管理の もとに退職者 を募 るほ うが最善であ るとい う空気 が強か った」 と
い う。結 果 は会社提 案644人を15名上回 る659名であ った。 また,う ち女性 は
610名と圧倒 的多数 を占め た。 また,第3次 操 短勧告 のと きは,女 性 中心 の2
主力工場で は東 レの場.合とは逆に一時帰休 を実施 してお り,男 性の多い1主 力
工場では所内配転51名とアクリル新 会社 への 「転換」65名(退 職派遣,現 代 の
範曜 と して は 「転籍」 とい うことにな ろう)が 行 なわれ た。 「転換」 につい て
ば労使 は対立 した まま会.辻が押 し切 った。 さらに,1958年にはいってか らは,
輪番休 日(賃 金保障80%)が おこなわれ た。 これ は東 レと同様 である。
さて,会 社か らの申 し入 れによって1957年8月に臨時中.央生 産委員.会が開か



































組合 は,こ れ に対 して,回 答 を留保 し 「本 日はききお くことに とどめ」た。
化繊 産業 は産業 別交 渉が お こなわ れてお り,全 繊 同 盟化繊 部会 と化繊 メー
カーとで,1957年8月第1回 化繊労使会議が大阪で 開かれ た=4,。.会社側 は 「化
繊の操短 に伴い,専 業7社 従業員8万 人中 よ り約3,000人の余剰 人員がで るが,
このうち約1.000人は配置転換 で吸収 し,残 余 の2,000人については希望退職,
一時帰休の方法で対処 したい。個 々の整理問題は単杜交 渉で行 ないたい」 と提
案 した。
しか し組合側は,全 繊同盟 の方針 にそ って これ に反対 の態度 を表 明 し,「人
員整理 とい う共通問題であ るか ら連.合交渉で行 ないたい」 と主張 したた め,結
論がでないまま別れた。……(組 合側 の申 し入れの〉結果,9月2日 に化繊協
会 〔大 阪)に おいて労使 の代 表者 会議(紺 含側三役 も会社側7名)が 開かれ,.
組合側が一時喘休制 を認 める方針 を打 ち出 したため,こ の席上,組 合側が提示













24)全 繊 三 菱労 働 組 合 『組.合20年史 」2a3～299ペー ジ,と くに288,9ペー ジ。
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な う。
7.操 短 中 は 原則 と して従 業 員 の 新 規 採 用 は 行 な わ な い こ と。
8.自 然 退 職 人 員 を 見込 ん だ 人 員 を確 保 す る こ と。
9.探 知 実 施 に よ って,新 た な必 要 に よ る保 全 作 業 の た め 人 員 を確 保 す る こ と。
10.本人 の 希 望 を きい て操 短 の な い事 業 場 に人 員 を吸 収 す る こ と。
この間,組 合側 は通 産,労 働 の両省 に対 し,操 短 につ いての善処方 を申 し入
れ,他 方,会 社側は9月2日,労 働省 に対 し失業保 険適 用によ り一..一時帰休制度
実施 を申請。9月5日 の第二回労使.会議で 「帰休者が就 業者 よ り不利益 になら
ぬ ことを前提 として,...・時帰休 制を実施す る こと」で了解点に達 した。 さらに
8日の化 闘で 「原職復帰 と一切の解 雇退職 のない ことを条件 に,一 時帰休制 を
原則 として認める」 ことを決め,今 後は単社 交渉 を行 なうことにな ったので あ
る。
単社交渉 に臨む方針 は,完 全雇用 と賃金100%保障をかち取 るこ とで あった
が,こ こで重要 なのはつ ぎの文 面で あ る。「この一線が確保され た とき,女 子
の特 殊事情か ら希望退職 をのぞむ者(真 の意味で の希望退職は,組 合を通 じて
行な う〉 に対 しての処置 を同時 に解 決 して いきたい。」繊 維産業の場合,短 期
勤続 の大.軍:の若 年女子が主力労働力 であ り,彼 女 たちの場合 には,退 職金 な ど
の上積み のある 「希望退職」は必ず しも不利 な もので はなか ったか らで ある。
会社 の提案 はつ ぎの とお りであ った。① まず希望退職を募 りたい。② これで
定員に満 たない場合 には,...一時帰休 の希望 を とりたい。③① ～② を実施 して も,
なお定 員に至 らない場合には組合 と.協議 したい。④ 帰休 の条件 につ いては,で
きるかぎ り組合の意向 を受 け入れたい。
組合 は,全 繊 同盟や化繊 部会の方針 とは異 なるが,組 合管理 の もとに 「真の
希望退職」 は認め てよいのではないか とい う空気が強か った。 そのた め,交 渉
は合 意にいた り,当 初会社提 案の644名に対 して,実 際は3工 場合計で659名の
希望退職 者(男 子49名,女 子研0名)が 出たた め,第 一次操短 の人員対策は こ
れで終了 した。
異動をめぐる労使協議の変遷{1)(357)23
第2次 操 短では,す で にみた東 レ以外で も大量の退職者が 出てい るが,三 菱
の場合 は幸田84名,岐阜76名の余剰人員が再び発生 した。これ に対 して,一 時
帰休(真 に希望す る者 のみ)が 実施された。また大竹工場で も操短が強化 され
たため,場 所協議 会でつ ぎの決 定が なされた。①部 内配転 につ いて は増 産に
なった場.合,原則 として現職復帰する。② 昇給 賞与 につい ては不利 益に しな
い。③前回配転者 は原則 と して配転 しない。④作業加点のない ところでは組合
と協議 す る。余剰 人員 はU6名 であ ったが,う ち場所 内配転 が51名,新 光アク
リルへの転換が65名であ った。
第3次 操短 は,合 繊同盟のなかでは希望退職や一時帰休への批 判が強 く,三
菱で も輪番休 日が とられた。その間の賃金保 障は80%で妥結 した。輪番休 日制
のや り方は大竹工場 と幸 田工場 ・岐阜..1場では異なってお り,前 者では女子 は
配転,男 子 は.各人 月2日 以内の休 日,後 者 の工場で は1ヵ 月一人最高4日 越 え
ない こととされた。現代風にいえば,ま さ しくワークシェアリングによる雇用
確保策であ った。操 短 は,1958年秋 に峠 をこえるが,「 これ(操 短 の経験)を
機 として経営協議会ない しは生産委員会のあ ゆ方を根.本的に考 えなおすべ きで
ある との認識が各組合につ よまった」2%
また,1956年には繊維機械 の製造工場の閉鎖問題 も発生 してい る。組合は再
建策 を出すが,会 社 はこれ を拒否。結局,条 件 闘争.に移行 した。会社 は転任 に
よる完 全雇用 は保 障す る と したが.,結局130名の うち,他 の事業 場へ の転任
(転勤)は83名 であ り,47名は 「希望退職」 している。
(2)分社化 と派遣問題
現在で は,子 会社化や分社 化,そ れ に ともな う出向 ・転籍 な どはご く 一般的
な異動政策であ り,労 使協議 の手続 きも確立 してい る.し か し,昭 和30年代初
頭において は,こ うした事態 に対す る組合の対応,労 働者個 々人の受 け取 り方
は不信 と不安 に満ちていた といってよいであろ う。 ここで は新繊維部門の子会
社設立 にともな う人員問題 をテーマと して と りあげる ことに したい。
25)同上229ページ。
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再生繊維か ら合成繊 維への対応 のために,三 菱 レイヨンはまず,ユ955年末 セ
ラニーズ社 とアセ テー ト糸の技術導入契約 に もとづいて,翌 年7月 に菱光 アセ
テー ト株式会社(1958年に三菱 アセテー ト株式会社 に改称)を 設立 し,生 産工
場 を富 山に建設 した。ついで,ア クリル繊維 について ケムス トラン ド社の技術
導 入によ り,1.957年末 に新 光 アクqル 繊維株式会社(1958年に三菱 ボ ンネル株
式会社 に改称)を 設立 し,大 竹.「場 の隣接 地 に新工場 の建設 をは じめた。すべ
ての人員 を新採用す ることはか んが えられない。当然,.従業.員派遣の問題が発
生す ることになる。
まず,ア セテー ト社 の場 合,会 社 はユ956年3月の臨時中央生産委員会で,新
会社 の人事問題 について,次 の点を明 らか に した。① 本管貝(本 社管理扱い社
員の ことか… …引用者〉はすべて当社か ら休職派遣(現 在の定義 では出向 にあ
たる)を 考 えてい る。従 って給 与な どの労働条件 は当社 と同 じにす る。②場管
員(事 業場管理扱い社員の ことか……引用者)は 新会社 で採用す る。 ただ し,
その うち役付,基 幹⊥,特 殊技 能者 などご く少数 は当社 か ら派遣す るこ とにな
るが,こ れ は当社 を退職 して新.会社 にい くことにな る(現 在 の定義で は 「転籍
=退 職出向」 にあ たる)鉤。場 管員の労働条 件 は,す べ て新 会社 の規定 に した
が うことにな るが,当 社か ら行 く者 は退職金の勤続年数 を通算 し,給 与は現収
を割 らない。
これに対 して,組 合 の基本的姿勢 は 「本管員 と場管員 を別扱いす るのは不当
であ って」,場管 員 も休 職派遣 とすべ きで あ るとい う主張で あった。会社 は人
事管理についてぽ一つ の形で運用 したい とす るものの,新 会社の本管員は三菱
レイヨンですべ て採用す ると した。労使協議 は8月,10月,11月 とつづ くが労
使に歩み寄 りはみ られ なか った。会社 と組合 の交渉が遅 々と して進まず延 び延
25)現代の 人事慣行か らすれば,管 理職 クラスは転籍,組 合員 は出向 とい うのが一般 的で ある.本
社採用従業 員と事 業場採用従業員 との区分とは同一視で きないが,前 者を出向,後 者を転籍 とす
るこの方法 は,現 在の感覚か らすれば,事 業場採用従業員が非正規従業員に近い扱 いを受 けてい
た とさえいいうるか もしれない.筆 者 の定義 によれ ば,事 業場採用従業員は 「社 員1で はなか っ
たように もみ える。
一異動をめぐる労使協議の変遷〔1)(359)25
び とな っていたが,そ の間に も富 山工場の建設 は進み,企 業 は 「希望者」 に個
別 にあた ることで,退 職 して派遣 され る者が徐 々にふえてい った。組合 にこれ
を規制す る力はなか った。結 局,企 業が主張 を押 し通 し,労 使.合意 は成立 しな
か った のであ る。翌年,組 合は会社 の措 置を認 めざ るを えなか った。
『組合20史』 によれば,こ の問題が労使.含意 に達 しなかった理 由はつ ぎの こ
とであ る。 「本問題の処理が遅延 せざる をえ なか った背景 には,会 社側 が①外
国 との合弁会社 であるこ とを理 由と して,レ イヨン労組 の影響 を完全 に断 ち切
り,労 務管理 について も比較 的自由の立場で決定 し運営 したい。②新企業であ
るため,企 業の動向が どのよ うに発展す るか不安があ った。 ことなどが推測 さ
れるが,一 方,組 合や組合員の間に も①別会社であ るため本管員,場 管員 の差
別をつ けるこ とを否定 しなが らも会社 の提案 を認め るべ きである とい.う考 え方
もあ った。② 該 当者 は少数 であ り,経 済 闘争 と異 な り比 較的関心が うすか っ
た」 ことも一..一因であ った と考 え られ る27,。ともあれ,菱 光 アセテー ト労働 組合
は1957年U月に結成式 をあげることとな った。
つ ぎ,ア クリル新 会社 の場合 をみてお こう。主力工場 と隣接す るに も関わ ら
ず,会 社の態度 はアセテー ト会社の場合 と同様 であ った。1957年末の中央生産
委員会において,会 社 は①従業員は新光独 自の部課 について は本管員は レイヨ
ンよ り求職 派遣 または現職派遣 腸管員は退職 派遣 また は独 自に採用す る。②
レイヨンよ り重 なる部課 について は本管員,場 管員 とも現職派遣 としたい,と
説明 した。 これ に対 して,組 合は①大竹工場 と隣接地 にあること。②厚生施設
は共同利用であ ることか ら,ア セテー ト社 の場合 と同様 に扱 うべ きで はない と
したが,会 社の態度 は強硬で あ った。 『組 合史』か ら読 み取 るか ぎ り,派 遣者
自.身はいわ ば 「選ばれた者」 として意識が あ り,組 合 との関係 は必ず しもしっ
くり行 ってい なか った ようだ。 こうした事情 もあって,新 会社2社 で はそれぞ
れ組合が結成 され るが,こ の2組 合 と三菱 レイ ヨン労組 との関係 はさ しあた っ
ては疎遠で あった とい う。
27)rift合20年史」354ページ。
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こうして出向問題 は会社 に押 し切 られた形 とな ってい るが,会 社 はなぜ,場
管員の休 職派遣 を認 めなか ったのであろ うか。「選 ばれた者」 とはい え,場 管
員は会社 に とって最後 まで保持すべ き人材 とはみな していなかったのであろう。
企業 に とってみれば,や りす ぎた工職 身分格差 の縮小 をい くらか緩和 したいと
考えていた可能性が高い。それは人事権 回復の延長線.ヒにあ った。さ らに現組
合の影響力 を新会社か ら排 除 しよ うとした形跡 もあ る。休職派遣 では組合 の影
響 が強 く新会社 に及ぶか らであ る。 この問題 を組合 ば労働協 約闘争に移 した。
その後,会 社 は新 会社 の組 合結 成の直前 になって,「今 後は場管員 も休職派遣
とす る」 旨の提案 を組合 に してい る。組合 は もちろん喜 んで これを受 け入れた。
新会社での組合結 成が 影響 した ことは想像 に難 くない。会社 の組合の影響力排
除政策 は必ず しも成功 しなか ったのであ る。 これ らの事例 を.見る限 り,当 時の
会社 の組合政策 ぽ対立的であ り,対 抗的労使関係 が成立 していた とい えよう。
協調 的組合主義で なる合繊 同.盟加盟組合 において も,企 業 の政策 いか んによっ
て,労 使関係 は変動す ることがわか る。企業の政策 は東 レとか な り異 なってい
たのであ る。
さて,1950年代 は,激 しい労使対立が社 会の表面 に現れ る ことが減 った とは
いえ,化 繊産業の操短 問題 の山場で あった1958年は王子製紙争議 の年で もあ る。
日本 の大企業でさえ,相 互信頼 的労使 関係 は また確立 してい ない時代であ った。
それ はか な り協 調的だ とお もわれ る化繊産業でさえ,当 てはまっていた ように
お もわれ る。労使 協調 的で ある ことと 「相互信頼」 とは同 じで はない。 こう し
た状況 は本格的な高度経 済成長期 において どの ように変化す るのであ ろうか。
それが次第の テーマである。
(未完)
*本研究は、(財)労働問題 リサーチセンターならびに 側.)関西経済研究センター
の研究助成を受けている。
